
人口動態と経済成長

杉本達哉

序 ： 経済成長の指標の確認

１ ： 人口動態の経済供給への影響

２ ： 人口動態の経済需要への影響



GDPと経済成長率GDPと経済成長率
・GDPとは？

１年間に国内で生産した財・サービスの合計を金額に換算したもの年間 国 財 合計 額 換算

（今年度GDP）－（前年度GDP）＝経済成長率

・１人当たり経済成長率

（経済成長率）－（人口増加率）＝１人当たり経済成長率（経済成長率） （人 増加率） 人当 経済成長率



人口動態と経済供給への影響人口動態と経済供給 の影響

楽観論 悲観論

・労働力―――少子高齢化で働く世代の頭数が減る

[デメリット]

楽観論 悲観論

労働力は問題ではない← 頭数が減れば成長も減る

[メリット]
・労働生産性の向上

省力化技術の開発

→革新を担う人数が減少

革新どころか鈍化する・省力化技術の開発 革新どころか鈍化する

（経済成長率）－（－人口増加率）＝足し算

（１人当たり経済成長率）×（人数）



人口動態と経済需要への影響人口動態と経済需要 の影響
・人口が減り、少子高齢化が進む

人 減少人口減少
少子高齢化

消費者減少

市場縮小
高齢者対象の
新市場開拓

投資減少

新市場開拓

[楽観]
高齢者は消費性向が強い。
（可処分所得に占める消費支出 割合） 投資減少（可処分所得に占める消費支出の割合）

[悲観]
高齢者向けの財・サービスよりも

資本蓄積阻害

高齢者向けの財・サ ビスよりも
若年層向けの財・サービスの方が
多額の設備投資を生む。



労働市場の現況

佐々木文樺



労働力人口の変化

総務省 統計局より



産業構造の移り変わり

第１次産業：農業、林業、第 次 業 農業、林業、
漁業

第２次産業：鉱業、建設業、製
造業造業

第３次産業：電気・ガス・熱供
給・水道業、運輸・通信業、卸
売・小売業、飲食店、金融・保
険業、不動産業、サービス業、
公務（他に分類されないもの）

総務省 統計局より



年齢別労働力率

総務省 統計局より



時代の移り変わり

１９５０年代：高度経済成長

１９７０年代：女性の社会進出・非正規社員（パート、アル
バイト 増加）バイトの増加）

１９９０年代：バブル時代１９９０年代：バブル時代

１９９１年：バブル崩壊１９９１年： ブル崩壊

失われた１０年へ（１９９１年～２００２年）



結婚・家族形成に関する調査結果

男性の既婚率

正規雇用者：２７．５％ ＞ 非正規雇用者：４．７％

恋人のいる率恋人のいる率

正規雇用者：２７．２％ ＞ 非正規雇用者：１５．３％

年収と既婚率

３００万未満：８．７％ ＜ ３００～４００万：２５．７％

（２０代）

３００万未満：９．３％ ＜ ３００～４００万：２６．５％

（３０代）（３０代）



労働力人口の見通し



外国人労働者の割合



E09008 福西まや



「M字型カーブ」の存在

・女性の出産・育児・介護などと就業との女性 出産 育児 介護 就業
両立が困難であることを表している。

・スウェーデン・フランスなどでは「台
形」形」

ブ・「M字型カーブ」の底がシフト



子供を持つことのコスト

・直接的なコストだけでなく、逸失コスト
（機会コスト）も考慮（機会コスト）も考慮

→就業を継続したであろうと仮定した場合
の定年までの所得の定年までの所得

→８４７８万円のコスト（28歳で退職、34
歳で復帰した場合）歳で復帰した場合）

女性の賃金上昇 コストが高くなる・女性の賃金上昇：コストが高くなる
・両立支援が充実：コストが低くなる



女性労働と出生行動

・「所得効果」
家計の主たる稼ぎ手である夫の所得の増
加は、子どもに対する需要を増加させる加は、子 もに対す 需要を増加させ

→妻が労働市場に参加していない場合、景
気が良くなれば出生率は高まる気が良くなれば出生率は高まる

「景気と出生率は正の関係「景気と出生率は正の関係」



しかし！多くの女性が労働市場に参入する
とこの効果を打ち消す動きもとこの効果を打ち消す動きも

代替効果：女性の賃金の上昇は子どもを持
つことの機会コストを引き上げるので、
子どもの需要に負の影響をもたらす

よって、代替効果が所得効果を上回れば、
好景気 女性の賃金上昇 出生率の低下好景気・女性の賃金上昇→出生率の低下
という事態も生じる



育児休業制度と出生行動などへの影響

・育児休業の規定がある事業所の割合
（2008年度・厚生労働省）

→66.4%（事業所規模30人以上の場合：
88 8%）88.8%）

1996年度：36.4%（60.8％）



育児休業取得率の推移育児休業取得率の推移
（1996～2008年度）

女性：49.1% → 90.6%

男性：0.12% → 1.23%男性：0.12% 1.23%

女性は約40%と大幅に上昇している一方で女性は約40%と大幅に上昇している 方で、
男性はわずか約1%の上昇にとどまる




